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第２章 調査結果の概要 

＜事業所調査＞ 

１ 派遣労働者の就業状況  

 (1) 派遣労働者の就業の有無 

   調査期日（平成 16 年 8 月 31 日。以下同じ。）現在で、派遣労働者が就業している事業所の割合

は 31.5％となっている。 

これを産業別にみると、金融・保険業で 63.8％と最も高く、次いで情報通信業 50.3％、不動産

業 48.6％、製造業 38.5％の順となっている。 

事業所規模別にみると、500 人以上 79.1％、100～499 人 44.4％、30～99 人 27.8％と規模が大

きいほど派遣労働者が就業している事業所の割合が高くなっている。 

事業所の形態別にみると、研究所で 51.2％と最も高く、次いで事務所 40.5％、営業所 32.6％、

工場・作業所 32.5％となっている（図 1、表 1）。 

 

 
図１ 派遣労働者の就業の有無別事業所構成比 
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表１ 産業・事業所規模・事業所の主な形態、派遣労働者の就業の
      有無別事業所の構成比

（単位：％）

100.0  31.5  68.5  

100.0  11.8  88.2  
100.0  22.5  77.5  

100.0  38.5  61.5  
消 費 関 連 製 造 業 100.0  31.6  68.4  
素 材 関 連 製 造 業 100.0  44.7  55.3  
機 械 関 連 製 造 業 100.0  39.3  60.7  

100.0  23.2  76.8  
100.0  50.3  49.7  
100.0  25.7  74.3  

100.0  30.3  69.7  
卸 売 業 100.0  42.1  57.9  
小 売 業 100.0  22.8  77.2  

100.0  63.8  36.2  
100.0  48.6  51.4  
100.0  25.2  74.8  
100.0  17.4  82.6  
100.0  32.4  67.6  
100.0  16.1  83.9  

100.0  27.5  72.5  
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 100.0  30.7  69.3  
事 業 関 連 等 サ ー ビ ス 業 100.0  25.6  74.4  

5 0 0 人  以　 上 100.0  79.1  20.9  
1 0 0 ～ 4 9 9 人 100.0  44.4  55.6  
　3 0 ～   9 9 人 100.0  27.8  72.2  

事業所の形態
事 務 所 100.0  40.5  59.5  
工 場 ・ 作 業 所 100.0  32.5  67.5  
研 究 所 100.0  51.2  48.8  
営 業 所 100.0  32.6  67.4  
店 舗 100.0  24.7  75.3  
そ の 他 100.0  21.9  78.1  

就業して
いない

派遣労働者の就業の有無
産業・事業所規模・

事業所の形態 就業して
いる

事業所計

総 数

鉱 業
建 設 業

製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 店 ， 宿 泊 業
医 療 ， 福 祉
教 育 ， 学 習 支 援 業
複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

事業所規模
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(2) 派遣労働者数 

調査期日現在で、調査対象事業所に就業している派遣労働者数は 956.6 千人となっている。 

これを産業別に見ると製造業が 314.4 千人と最も多く、次いで卸売・小売業 128.5 千人、金融・

保険業 127.7 千人、サービス業(他に分類されないもの)111.8 千人の順となっている。 

また、製造業を中分類で分けると機械関連製造業が 188.1 千人と多くなっている。 

派遣労働者の性別構成をみると、男は 37.2％、女は 62.8％となっている。これを産業別にみる

と、男は運輸業 72.0％、製造業 54.8％と高くなっており、女は金融・保険業 92.5％、医療，福

祉 83.9％と、運輸業、製造業以外はすべて高い割合を示している（図２、表２）。 

 

図２ 派遣労働者数及び性別構成比 

男
37.2%

女
62.8%

派遣労働者総数
956.6千人

 

表２ 産業・事業所規模別派遣労働者数及び性別構成比      

千人 ％ ％ ％

956.6 100.0  37.2  62.8  

0.0 ※  ※  ※  
23.2 100.0  19.7  80.3  

314.4 100.0  54.8  45.2  
消 費 関 連 製 造 業 55.9 100.0  44.5  55.5  
素 材 関 連 製 造 業 70.3 100.0  43.9  56.1  
機 械 関 連 製 造 業 188.1 100.0  62.0  38.0  

1.8 100.0  18.9  81.1  
71.9 100.0  33.7  66.3  
99.4 100.0  72.0  28.0  

128.5 100.0  22.9  77.1  
卸 売 業 75.5 100.0  19.5  80.5  
小 売 業 53.1 100.0  27.9  72.1  

127.7 100.0  7.5  92.5  
9.6 100.0  35.1  64.9  

24.8 100.0  21.5  78.5  
31.7 100.0  16.1  83.9  
10.2 100.0  20.6  79.4  
1.5 100.0  28.3  71.7  

111.8 100.0  24.4  75.6  
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 23.4 100.0  23.3  76.7  
事 業 関 連 等 サ ー ビ ス 業 88.4 100.0  24.7  75.3  

5 0 0 人  以　 上 268.7 100.0  42.1  57.9  
1 0 0 ～ 4 9 9 人 342.6 100.0  29.8  70.2  
　3 0 ～   9 9 人 345.3 100.0  40.7  59.3  

注：１）調査期日（平成16年8月31日）現在で就業している派遣労働者を派遣先の事業所

　　　　把握し、産業、事業所規模別に集計した。
　　２）※はサンプル数が10件以下のため、調査結果の概要では表章しない。

教 育 ， 学 習 支 援 業
複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

事業所規模

金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
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製 造 業
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(3) 派遣労働者の業務 

派遣労働者が就業している事業所において、派遣労働者が行っている業務（複数回答）につ

いてみると、「一般事務」が最も高く 36.4％、次いで「事務用機器操作（５号）」25.6％、「フ

ァイリング（８号）」14.3％、「物の製造」14.3％、「案内・受付、駐車場管理等（16 号）」9.3％、

「財務処理（10 号）」8.5％、「販売」6.7％、「取引文書作成（11 号）」4.9％、「ソフトウェア開

発（１号）」4.6％、「機械設計（２号）」3.9％の順となっている（表３）。 

これを産業別にみると、「一般事務」、「事務用機器操作（５号）」、「ファイリング（８号）」、

「案内・受付、駐車場管理等（16 号）」、「財務処理（10 号）」、「取引文書作成（11 号）」は、多

くの産業で就業している事業所の割合が高くなっている。一方「物の製造」は製造業 47.6％、

「販売」は卸売・小売業 28.4％、情報通信業 8.1％、「ソフトウェア開発（１号）」は情報通信

業 28.0％、金融・保険業 7.1％、製造業 5.7％、「機械設計（２号）」は建設業 13.1％、製造業

9.6％と特定の産業で高い割合を示している（付属統計表第１表）。 

 

表３ 派遣労働者の業務別事業所の構成比 

 

（単位：％）

（1号） （2号） （3号） （4号） （5号） （6号） （7号） （8号） （9号） （10号） （11号） （12号） （13号） （14号） （15号） （16号）

100.0 4.6 3.9 0.3 0.1 25.6 2.3 2.9 14.3 1.0 8.5 4.9 0.3 0.1 2.8 1.4 9.3

（17号） （18号） （19号） （20号） （21号） （22号） （23号） （24号） （25号）（26号）

3.7 0.8 0.6 0.7 0.1 0.1 3.1 1.6 0.9 0.0 1.9 6.7 36.4 1.4 2.4 14.3 19.7 0.0

政令で定める26業務　（複数回答）

政令で定める26業務　（複数回答） 政令で定める26業務以外の業務（複数回答）
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(4) 派遣労働者数の変化 

派遣労働者が就業している事業所において１年前と比べた派遣労働者数の変化をみると、「増加

した」事業所割合は 47.8％、「減少した」16.5％、「変化なし」35.6％となっている。増加した人

数をみると、「１～４人」36.4％、「５人以上」11.2％となっている。 

増加した事業所の割合を産業別にみると、複合サービス事業 55.7％、製造業 53.2％、電気・ガ

ス・熱供給・水道業 52.7％、卸売・小売業 52.5％、情報通信業 50.5％、飲食店，宿泊業 50.0％、

運輸業 49.6％の順で高くなっている（表４）。 

表４ 産業、１年前と比べた派遣労働者数の変化別事業所の構成比 
（単位：％）

減少した

[ 31.5] 100.0 47.8 36.4 11.2 0.2 35.6 16.5 13.1 3.4 0.0 0.1

[ 11.8] ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
[ 22.5] 100.0 27.6 21.7 5.8 0.1 51.8 20.6 19.0 1.5 - -

[ 38.5] 100.0 53.2 34.2 18.8 0.2 36.6 10.1 7.2 2.9 0.1 0.0
消 費 関 連 製 造 業 [ 31.6] 100.0 47.0 32.0 15.0 - 44.8 8.1 6.4 1.5 0.2 -
素 材 関 連 製 造 業 [ 44.7] 100.0 48.5 32.2 16.2 0.2 39.1 12.3 10.5 1.8 - 0.1
機 械 関 連 製 造 業 [ 39.3] 100.0 62.9 38.0 24.5 0.5 27.8 9.3 4.3 5.1 - -

[ 23.2] 100.0 52.7 45.9 6.6 - 36.7 10.6 7.9 2.8 - -
[ 50.3] 100.0 50.5 39.9 10.5 0.2 27.2 22.2 13.3 8.9 - 0.1
[ 25.7] 100.0 49.6 30.1 19.5 - 20.0 29.9 28.2 1.7 - 0.5

[ 30.3] 100.0 52.5 44.8 7.6 0.1 32.9 14.5 13.5 1.1 - 0.1
卸 売 業 [ 42.1] 100.0 50.9 45.0 5.8 0.0 38.5 10.4 9.6 0.8 - 0.2
小 売 業 [ 22.8] 100.0 54.4 44.6 9.7 0.1 26.2 19.4 18.0 1.4 - -

[ 63.8] 100.0 32.5 25.7 6.5 0.3 51.0 16.4 12.7 3.8 - -
[ 48.6] 100.0 46.7 42.2 4.5 - 35.0 18.3 17.3 1.0 - -
[ 25.2] 100.0 50.0 48.9 0.8 0.2 21.4 28.7 28.3 0.4 - -
[ 17.4] 100.0 39.9 31.3 8.2 0.3 53.4 6.5 4.9 1.6 - 0.3
[ 32.4] 100.0 38.7 35.1 3.4 0.1 57.8 3.5 3.2 0.4 - -
[ 16.1] 100.0 55.7 50.6 4.8 0.4 35.4 8.9 8.1 0.8 - -

[ 27.5] 100.0 46.8 36.7 9.5 0.6 29.9 23.1 10.8 12.3 - 0.2
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 [ 30.7] 100.0 40.1 34.5 5.5 0.1 36.4 23.4 8.4 15.0 - 0.1
事 業 関 連 等 サ ー ビ ス 業 [ 25.6] 100.0 51.6 38.3 12.2 1.1 25.3 22.8 12.5 10.3 - 0.3

注：１）[　]は事業所総数に対する派遣労働者が就業している事業所の割合
　　２）※は表２の注：２）を参照

産 業

1年前と比べた派遣労働者数の変化

不 明

総 数

派遣労働者が
就業している

事業所計 不 明
５人
以上

１～
４人

変化
なし５人

以上
不 明

１～
４人

増加した

卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

建 設 業

製 造 業

サービス業（他に分類されないもの）

金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 店 ， 宿 泊 業
医 療 ， 福 祉
教 育 ， 学 習 支 援 業
複 合 サ ー ビ ス 事 業

 
 

(5) 派遣労働者を就業させる理由 

   派遣労働者を就業させる主な理由（３つまでの複数回答）をみると、「欠員補充等必要な人員を

迅速に確保できるため」とする事業所割合は 74.0％、「一時的・季節的な業務量の変動に対処す

るため」50.1％、「専門性を活かした人材を活用するため」27.6％、「常用労働者数を抑制するた

め」22.9％となっている（表５）。 

表５ 派遣労働者を就業させる主な理由別事業所の構成比 

（単位：％）

100.0 50.1 74.0 22.9 17.1 3.5 27.6 6.6 7.5 5.3 0.6 

不　明

就業させる理由　(複数回答 主なもの３つまで)

その他

一時的・
季節的な
業務量の
変動に対
処するた
め

欠員補充
等必要な
人員を迅
速に確保
できるた
め

勤務形態
が常用労
働者と異
なる業務
のため

自社で養
成できな
い労働力
を確保す
るため

常用労
働者数
を抑制
するため

雇用管
理の負
担が軽
減される
ため

専門性を
活かした
人材を活
用するた
め

社内を
活性化
するため

派遣労
働者が
就業し
ている
事業所
計

総 数
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２ 派遣契約の状況 

(1) 派遣契約期間 

    派遣契約期間をみると、派遣契約総数では「３カ月以上６カ月未満」が最も多く 31.0％、次い

で「６カ月以上１年未満」29.4％、「１カ月以上３カ月未満」20.4％、「１年以上３年未満」15.6％

の順となっている（図３）。 

これを派遣業務別にみると、「３カ月以上６カ月未満」が最も多い業務は、「事務用機器操作(5

号)」37.3％、「ファイリング（８号）」30.3％、「取引文書作成(11 号)」55.6％、「案内・受付、

駐車場管理等（16 号）」38.1％、「一般事務」31.2％となっている。「６カ月以上１年未満」が最

も多い業務は、「ソフトウェア開発（１号）」44.4％、「機械設計（２号）」49.5％、「財務処理（10

号）」34.2％、「介護」58.9％、「医療関連業務」30.9％、「物の製造」47.2％等となっている。「テ

レマーケティングの営業(24 号)」は「1カ月未満」が 19.9％と他の業務に比べて多くなっている。 

「営業（24・25 号を除く）」は「１年以上３年未満」が最も多く、56.7％となっている（表６）。 

   

図３ 派遣契約期間別契約件数の構成比 

 

20.4% 31.0% 29.4% 15.6%

1.8% 1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１ヵ月未満

１ヵ月以上
３ヵ月未満

３ヵ月以上
６ヵ月未満

６ヵ月以上
１年未満

１年以上
３年未満

３年以上
（派遣契約総数）

 

 

表６ 派遣業務、派遣契約期間別契約件数の構成比 

（単位：％）

100.0  1.8  20.4  31.0  29.4  15.6  1.8  

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ( 1号) 100.0  0.4  11.4  33.4  44.4  8.5  1.9  
機 械 設 計 ( 2号) 100.0  1.5  6.5  27.8  49.5  13.5  1.1  
事 務 用 機 器 操 作 ( 5号) 100.0  1.0  22.2  37.3  23.1  14.6  1.9  
フ ァ イ リ ン グ ( 8号) 100.0  0.9  28.6  30.3  20.7  18.3  1.2  
財 務 処 理 (10号) 100.0  0.3  13.4  30.3  34.2  21.0  0.8  
取 引 文 書 作 成 (11号) 100.0  0.8  14.2  55.6  15.5  13.6  0.3  
案内･受付､駐車場管理等 (16号) 100.0  1.0  13.3  38.1  29.4  16.1  2.1  
テ レ マー ケ テ ィ ン グ の 営 業 (24号) 100.0  19.9  29.3  29.3  13.3  6.5  1.7  

100.0  0.7  16.2  26.7  33.3  20.0  3.0  

100.0  0.2  10.7  17.9  12.1  56.7  2.4  
100.0  2.9  28.0  22.8  16.3  27.1  2.8  
100.0  0.9  29.9  31.2  22.6  14.1  1.4  
100.0  1.7  9.4  7.1  58.9  18.9  4.0  
100.0  1.7  6.2  20.3  30.9  26.3  14.5  
100.0  2.5  17.4  25.6  47.2  7.3  ・  
100.0  2.6  14.8  19.0  44.5  15.9  3.2  

派遣契約
総数

派遣業務 １カ月
未満

そ の 他

１カ月以上
３カ月未満

３カ月以上
６カ月未満

派遣契約期間

１年以上
３年未満

３年以上
６カ月以上
１年未満

医 療 関 連 業 務
物 の 製 造
そ の 他

総 数

政 令 で 定 め る 26 業 務

政令で定める26業務以外の業務

営 業 (24 ･ 25 号 を 除 く )
販 売
一 般 事 務
介 護

 



 15

(2) 通算派遣期間 

    通算派遣期間（契約が継続して更新されてきた場合にはその契約期間を通算したもの、そうで

ない場合には現在の派遣契約期間）をみると、派遣契約総数では「１年以上３年未満」が最も多

く 36.1％、次いで「６カ月以上１年未満」27.4％、「３年以上」16.1％、「３カ月以上６カ月未満」

14.4％、「３カ月未満」6.1％の順となっている(図４)。 

   これを派遣業務別にみると、「１年以上３年未満」が最も多い業務は、「ソフトウェア開発（１

号）」39.5％、「機械設計（２号）」43.2％、「事務用機器操作（５号）」39.0％、「ファイリング（８

号）」39.0％、「財務処理（10 号）」41.9％、「取引文書作成（11 号）」41.7％、「テレマーケティン

グの営業（24 号）」30.1％、「営業（24・25 号を除く）」36.2％、「販売」52.1％、「一般事務」38.5％、

と多くの業務にわたっている。「６カ月以上１年未満」が最も多い業務は、「案内・受付、駐車場

管理等（16 号）」43.7％、「介護」44.2％、「物の製造」49.2％等となっている。「医療関連業務」

は「3年以上」が最も多く 29.8％となっている。「テレマーケティングの営業（24 号）」は「３カ

月未満」が 26.9％と他の業務に比べて多くなっている（表７）。 

 

図４ 通算派遣期間別契約件数の構成比 

14.4% 16.1%6.1% 27.4% 36.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３ヵ月未満

３ヵ月以上
６ヵ月未満

６ヵ月以上
１年未満 １年以上３年未満 ３年以上

（派遣契約総数）

 

 

表７ 派遣業務、通算派遣期間別契約件数の構成比 

（単位：％）

100.0  6.1  14.4  27.4  36.1  16.1  

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ( 1号) 100.0  3.0  11.7  32.1  39.5  13.7  
機 械 設 計 ( 2号) 100.0  3.9  8.7  25.5  43.2  18.7  
事 務 用 機 器 操 作 ( 5号) 100.0  5.0  14.5  21.3  39.0  20.2  
フ ァ イ リ ン グ ( 8号) 100.0  4.5  11.3  21.0  39.0  24.2  
財 務 処 理 (10号) 100.0  3.6  9.8  16.6  41.9  28.1  
取 引 文 書 作 成 (11号) 100.0  3.3  13.7  20.8  41.7  20.6  
案内･受付､駐車場管理等 (16号) 100.0  2.1  11.5  43.7  28.6  14.1  
テ レ マー ケ テ ィ ン グ の 営 業 (24号) 100.0  26.9  10.0  17.3  30.1  15.8  

100.0  5.0  13.7  22.8  45.0  13.6  

100.0  4.9  7.3  25.2  36.2  26.6  
100.0  11.1  13.7  15.0  52.1  8.1  
100.0  7.6  15.5  26.2  38.5  12.2  
100.0  3.5  5.9  44.2  26.2  20.2  
100.0  4.1  16.0  23.0  27.0  29.8  
100.0  8.3  25.3  49.2  17.1  ・  
100.0  5.0  16.6  45.9  22.5  9.9  

派遣契約
総数

通算派遣期間

３年以上
１年以上
３年未満

３カ月
未満

３カ月以上
６カ月未満

６カ月以上
１年未満

派遣業務

総 数

政 令 で 定 め る 26 業 務

そ の 他

政令で定める26業務以外の業務

営 業 (24 ･ 25 号 を 除 く )
販 売
一 般 事 務
介 護
医 療 関 連 業 務
物 の 製 造
そ の 他
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(3) 派遣契約の中途解除 

過去１年（平成 15 年９月から平成 16 年８月までの１年間。以下同じ。）以内に労働者派遣契約

を中途解除したことがある事業所の割合は 25.6％となっている。中途解除の理由（複数回答）を

みると「派遣労働者の技術・技能に問題があった」及び「派遣労働者の勤務状況に問題があった」

が最も高く 43.2％、次いで「派遣労働者と事業所の他の労働者との人間関係に問題があった」

14.3％、「事業所の事業計画に急な変更・中止が発生した」10.5％、「欠員の補充が可能になった」

7.0％の順となっている（表８）。 

 

表８ 過去１年以内における労働者派遣契約の中途解除の有無、中途解除の理由別事業所の構成比 

（単位：％）

100.0  25.6 (100.0) ( 43.2) ( 43.2) ( 14.3) ( 10.5) ( 7.0) ( 20.2) 74.2  0.2  

注：（　）は労働者派遣契約の中途解除をしたことがある事業所を100.0とした割合である。

欠員の補
充が可能
になった

派遣労働
者が就業
している
事業所計

中途解除したこ
とがある事業所
（回答あり）

総 数

不　明

派遣契約の中途解除の有無

中途解除の理由　(複数回答)

派遣労働
者の技
術・技能
に問題が
あった

派遣労働
者の勤務
状況に問
題があっ
た

中途解除
したこと
はない事
業所

事業所の
事業計画
に急な変
更・中止
が発生し
た

その他

派遣労働
者と事業
所の他の
労働者と
の人間関
係に問題
があった
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３ 派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施状況 

過去１年以内における派遣労働者に対する教育訓練・能力開発を実施した事業所の割合は 59.9％

となっている。 

これを産業別にみると、金融・保険業 75.7％、製造業 67.4％、情報通信業 66.9％、卸売・小売

業 63.6％の順で高くなっている。 

教育訓練・能力開発の内容（複数回答）をみると、「働きながら行う教育訓練・能力開発（ＯＪＴ）

を行った」が最も高く 92.5％、次いで「派遣元が実施する教育訓練・能力開発への便宜を図った」

18.9％となっている（表９）。 

  

表９ 過去１年以内における派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無、 

内容別事業所の構成比 

（単位：％）

100.0  59.9  (100.0) ( 92.5) ( 6.8) ( 6.1) ( 18.9) 40.0  0.1  

※  ※  (   ※) (   ※) (   ※) (   ※) (   ※) ※  ※  
100.0  36.8  (100.0) ( 95.7) ( 4.5) ( 1.3) ( 14.6) 63.1  0.1  

100.0  67.4  (100.0) ( 95.9) ( 8.0) ( 5.9) ( 20.8) 32.5  0.0  
消 費 関 連 製 造 業 100.0  50.5  (100.0) ( 98.6) ( 10.6) ( 2.8) ( 22.1) 49.5  -  
素 材 関 連 製 造 業 100.0  66.2  (100.0) ( 92.9) ( 10.4) ( 6.4) ( 13.9) 33.8  -  
機 械 関 連 製 造 業 100.0  81.6  (100.0) ( 97.3) ( 4.6) ( 6.9) ( 26.3) 18.2  0.1  

100.0  58.4  (100.0) ( 93.4) ( 4.3) ( 4.1) ( 20.2) 41.2  0.4  
100.0  66.9  (100.0) ( 90.7) ( 5.0) ( 8.0) ( 18.5) 32.6  0.5  
100.0  55.4  (100.0) ( 93.4) ( 3.1) ( 1.1) ( 12.1) 44.6  -  

100.0  63.6  (100.0) ( 92.8) ( 3.0) ( 4.6) ( 16.1) 36.2  0.2  
卸 売 業 100.0  65.2  (100.0) ( 91.0) ( 4.2) ( 6.0) ( 16.5) 34.8  0.0  
小 売 業 100.0  61.8  (100.0) ( 95.0) ( 1.5) ( 2.8) ( 15.6) 37.8  0.4  

100.0  75.7  (100.0) ( 94.9) ( 4.6) ( 14.5) ( 30.5) 24.2  0.0  
100.0  45.2  (100.0) ( 91.3) ( 10.8) (    -) ( 8.2) 54.8  -  
100.0  39.9  (100.0) ( 85.0) ( 14.0) ( 12.2) ( 4.1) 60.0  0.1  
100.0  55.6  (100.0) ( 73.5) ( 24.1) ( 3.3) ( 21.8) 44.1  0.3  
100.0  33.3  (100.0) ( 82.0) ( 5.9) ( 1.3) ( 17.9) 66.6  0.1  
100.0  28.3  (100.0) ( 70.3) ( 14.4) ( 26.1) ( 21.0) 71.7  -  

100.0  55.4  (100.0) ( 91.6) ( 8.3) ( 4.5) ( 19.9) 44.3  0.3  
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 100.0  63.7  (100.0) ( 85.6) ( 5.8) ( 3.8) ( 24.1) 36.0  0.3  
事 業 関 連 等 サ ー ビ ス 業 100.0  49.5  (100.0) ( 97.0) ( 10.6) ( 5.2) ( 16.1) 50.2  0.3  

注：１）（　）は教育訓練・能力開発を実施している事業所を100.0とした割合である。
　　２）※は表２の注：２）を参照

派遣元が実
施する教育
訓練・能力
開発への便
宜を図った

教育訓練・能力開発の実施の有無

不　明
実施している

事業所
（回答あり）

鉱 業
建 設 業

総 数

派遣労働
者に対し
ては教育
訓練・能
力開発を
行ってい
ない事業
所

派遣労働
者が就業
している
事業所計

産 業

教育訓練・能力開発の内容　(複数回答)

働きなが
ら行う教
育訓練・
能力開発
(ＯＪＴ)
を行った

外部の講
師を招い
て教育訓
練・能力
開発を
行った

教育訓練
機関(事業
所以外の場
所)で教育
訓練・能力
開発を行っ
た

製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

不 動 産 業
飲 食 店 ， 宿 泊 業
医 療 ， 福 祉
教 育 ， 学 習 支 援 業
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４ 派遣労働者からの苦情 

過去１年間における派遣労働者からの苦情の申し出を受けた事業所の割合は 7.5％となっている。

苦情の内容（主なもの３つまでの複数回答）をみると、「業務内容」46.9％、「人間関係・いじめ」

32.7％、「指揮命令関係」25.4％、「就業日・就業時間・休憩時間・時間外労働・休暇」15.0％の順

となっている（表 10）。 

 

  表10 過去1年間における派遣労働者からの苦情の申出の有無､苦情の主な内容別事業所の構成比 

（単位：％）

100.0 7.5 (100.0) ( 46.9) ( 25.4) ( 3.8) ( 15.0) ( 2.8) ( 0.9) ( 32.7) ( 4.7) ( 10.3) ( 0.0) 92.5

注：（　）は派遣労働者からの苦情の申出を受けた事業所を100.0とした割合である。

業務
内容

指揮命
令関係

派遣
期間

人間関
係・い
じめ

就業日・就
業時間・休
憩時間・時
間外労働・
休暇

安全・
衛生

個人情
報の保

護

苦情の内容　(複数回答 主なもの３つまで)

不明

苦情の申出を
受けた事業所

総 数

派遣労
働者が
就業し
ている
事業所

計

苦情の申出の有無

苦情の申
出がない
又は不明
の事業所

その他
セクシュ
アルハラ
スメント

 

 

５ 紹介予定派遣の状況 

      紹介予定派遣制度を利用したことがある事業所の割合は 4.7％、利用したことがない事業所

（95.3％）のうち制度を知っている事業所は 40.4％、制度を知らない事業所は 54.9％となっている

（表 11）。 

   紹介予定派遣制度を利用したことがある又は制度を知っている事業所のうち、今後利用する予定

である事業所の割合は 5.8％、検討中である又は検討してみたい事業所は 12.6％、利用の予定はな

い事業所は 52.7％となっている（表 12）。 

 

表 11 紹介予定派遣制度の利用の有無別事業所の構成比 

（単位：％）

総 数 100.0  4.7  40.4  54.9  

事業所計
制度を

知っている

紹介予定派遣制度の利用の有無

利用したことがない事業所
利用したことが

ある事業所 制度を知らない

 

 

表 12 紹介予定派遣制度の今後の利用方針別事業所の構成比  

（単位：％）

総 数 100.0  5.8  12.6  52.7  28.7  0.1  

「利用したこと
がある」・

「制度を知って
いる」事業所

今後の利用方針

利用する予定
である

検討中である
又は検討して

みたい

利用の予定は
ない

わからない 不　明
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６ 製造業における請負労働者の状況 

製造業における請負労働者がいる事業所の割合は、30.7％となっている。これを事業所規模別に

みると 500 人以上 79.2％、100～499 人 53.0％、30～99 人 21.9％と規模が大きいほど請負労働者が

いる事業所の割合が高い。製造業を中分類で分けると機械関連製造業で 38.6％となっており、これ

を事業所規模別にみると 500 人以上 82.0％、100～499 人 58.5％、30～99 人 27.4％と機械関連製造

業が消費関連製造業、素材関連製造業と比べ、全ての規模において請負労働者がいる事業所の割合

が高くなっている。 

請負労働者がいる事業所のうち、物の製造を行う請負労働者がいる事業所の割合は 23.2％となっ

ている。これを事業所規模別にみると 500 人以上 59.9％、100～499 人 42.4％、30～99 人 15.7％と

規模が大きいほど物の製造を行う請負労働者がいる事業所の割合が高い。製造業を中分類で分ける

と機械関連製造業が 30.7％と最も高くなっている（表 13）。 

 

  表 13 産業（製造業）、事業所規模、請負労働者の有無、物の製造を行う請負労働者の 

有無別事業所の構成比 

   

（単位：％）

いる いない 不　明

100.0  30.7  23.2  7.5  0.0  69.3  
500 人 以 上 100.0  79.2  59.9  19.2  -  20.8  
100 ～ 499 人 100.0  53.0  42.4  10.5  0.1  47.0  
30 ～ 99 人 100.0  21.9  15.7  6.1  0.0  78.1  

100.0  20.4  14.5  5.9  0.0  79.6  
500 人 以 上 100.0  58.9  43.9  15.1  -  41.1  
100 ～ 499 人 100.0  41.2  30.3  10.6  0.2  58.8  
30 ～ 99 人 100.0  14.2  9.7  4.5  -  85.8  

100.0  32.7  23.9  8.7  0.1  67.3  
500 人 以 上 100.0  81.6  62.6  19.0  -  18.4  
100 ～ 499 人 100.0  57.8  44.4  13.4  -  42.2  
30 ～ 99 人 100.0  24.4  17.2  7.1  0.1  75.6  

100.0  38.6  30.7  7.9  -  61.4  
500 人 以 上 100.0  82.0  61.9  20.1  -  18.0  
100 ～ 499 人 100.0  58.5  50.2  8.3  -  41.5  
30 ～ 99 人 100.0  27.4  20.7  6.8  -  72.6  

100.0  18.3  6.2  12.0  0.1  81.7  

製 造 業

消費関連製造業

素材関連製造業

機械関連製造業

（参考）調査産業計

請 負 労 働 者 の 有 無

物の製造を行う請負労働者の有無
事業所計 請負労働者が

いない事業所

請 負 労 働 者 が い る 事 業 所　　産業(製造業）、

　　事業所規模
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＜派遣労働者調査＞ 

１ 派遣労働者の属性 

(1) 年齢 

 派遣労働者を年齢階級別にみると、25～29 歳 25.5％、30～34 歳 24.5％、20～24 歳 10.0％とな

っており、15～34歳の若年層で60.8％を占めている。これを性別にみると、男は25～29歳 21.7％、

30～34 歳 19.0％、20～24 歳 13.3％となっており、15～34 歳の若年層で 55.3％、女は 25～29 歳

27.8％、30～34 歳 27.7％、20～24 歳 8.0％となっており、15～34 歳の若年層で 64.0％と、若年

層については女の方が高い。一方、55 歳以上では男 15.5％、女 3.8％と、男の方が高い。 

平均年齢をみると、男 37.0 歳、女 33.9 歳となっている（表 14）。 

 

表 14 性、年齢階級別派遣労働者数の構成比及び平均年齢 

（単位：％、歳）

性

総 数 100.0 0.8 10.0 25.5 24.5 13.2 8.4 5.9 3.7 3.6 2.8 1.7 35.1 
男 100.0 1.2 13.3 21.7 19.0 11.6 8.0 5.5 4.2 6.5 5.4 3.6 37.0 
女 100.0 0.5 8.0 27.8 27.7 14.2 8.6 6.1 3.4 2.0 1.3 0.5 33.9 

派遣
労働者
総数

平均
年齢15～

19歳
60～
64歳

50～
54歳

４0～
44歳

20～
24歳

25～
29歳

年　齢　階　級

４5～
49歳

55～
59歳

65歳
以上

30～
34歳

35～
39歳

 

 

(2) 最終学歴 

 派遣労働者を最終学歴別にみると、高校・旧中学 38.4％、大学以上 24.6％、高専・短大 20.6％

の順となっている。 

これを性別にみると男は高校・旧中学 44.4％、大学以上 27.7％、専修学校（専門課程）11.5％、

中学・旧小学 11.5％の順となっており、女は高校・旧中学 34.9％、高専・短大 30.0％、大学以

上 22.7％の順となっている（表 15）。 

表 15 性、最終学歴別派遣労働者の構成比 

    

（単位：％）

中学・旧小学 高校・旧中学
専修学校

(専門課程)
高専・短大 大学以上

総 数 100.0 5.4 38.4 10.9 20.6 24.6 
男 100.0 11.5 44.4 11.5 4.9 27.7 
女 100.0 1.9 34.9 10.5 30.0 22.7 

最　終　学　歴
派遣労働者

総数
性
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(3) 派遣の種類及び派遣先の数 

 派遣の種類をみると、登録型の者は 61.6％、常用雇用型の者は 38.4％となっている。 

これを性別にみると、男は登録型 37.7％、常用雇用型 62.3％と常用雇用型が多く、女は登録型

75.8％、常用雇用型 24.2％と登録型が多くなっている。 

 登録型の者が現在登録している派遣元事業所の数をみると１カ所が最も多く 54.5％、２カ所

17.1％、３カ所 15.3％となっている（図５、表 16）。 

 

図５ 性、派遣の種類別派遣労働者の構成比 

24.2%

62.3%

38.4%61.6%

37.7%

75.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　女

　男

総数

「登録型」の者 「常用雇用型」の者

 

 

 

表 16 性、派遣の種類、「登録型」派遣における現在登録している派遣元事業所の数別 

派遣労働者の構成比 
　　　　　　　 （単位：％）

１カ所 2カ所 ３カ所 ４カ所 ５～６カ所
７カ所
以上

不　明

総 数 100.0 61.6 (100.0) ( 54.5) ( 17.1) ( 15.3) ( 5.8) ( 5.0) ( 2.0) ( 0.3) 38.4 
男 100.0 37.7 (100.0) ( 74.2) ( 10.4) ( 7.9) ( 3.0) ( 3.0) ( 1.3) ( 0.2) 62.3 
女 100.0 75.8 (100.0) ( 48.7) ( 19.1) ( 17.5) ( 6.6) ( 5.6) ( 2.2) ( 0.3) 24.2 

注：（　）は「登録型」の者を100.0とした割合である。

性 「常用雇用
型」の者

派遣の種類

現在登録している派遣元事業所の数派遣労働
者総数 「登録型」の者

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 22

２ これまでの派遣就業の状況 

(1) 派遣の通算期間 

派遣労働者として働いた期間を通算すると、「１年以上２年未満」18.2％、「３年以上５年未満」

18.1％、「５年以上 10 年未満」14.8％、「６カ月以上１年未満」14.6％、「６カ月未満」14.0％の

順となっている。 

これを性別にみると男は「１年以上２年未満」18.9％、「６カ月未満」18.5％、「６カ月以上１

年未満」16.8％、「３年以上５年未満」15.4％、「５年以上 10 年未満」12.2％の順となっており、

女は「３年以上５年未満」19.7％、「１年以上２年未満」17.7％、「５年以上 10 年未満」16.4％、

「２年以上３年未満」14.6％、「６カ月以上１年未満」13.2％の順となっている（表 17）。 

 

表 17 性、派遣で働いた通算期間別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

性 ６カ月以上 １年以上 ２年以上 ３年以上 ５年以上

１年未満 ２年未満 ３年未満 ５年未満 10年未満

総 数 100.0 14.0 14.6 18.2 13.3 18.1 14.8 6.9 0.1 
男 100.0 18.5 16.8 18.9 11.1 15.4 12.2 7.0 0.1 
女 100.0 11.4 13.2 17.7 14.6 19.7 16.4 6.8 0.0 

派遣労働者
総数 １０年以上

派遣で働いた通算期間

不　明６カ月未満

 

 

(2) 派遣先の数 

派遣労働者がこれまで働いてきた派遣先の数をみると、１カ所が最も多く 53.9％、次いで２カ

所 21.1％、３カ所 11.２％となっている（表 18）。 

 

表 18 性、これまで働いてきた派遣先の数別派遣労働者の構成比 

 

（単位：％）

総 数 100.0 53.9 21.1 11.2 8.9 4.7 0.1 
男 100.0 59.2 19.9 10.0 7.9 2.9 0.2 
女 100.0 50.8 21.8 12.0 9.6 5.8 0.1 

性
派遣労働者総

数 ４～５カ所

これまで働いてきた派遣先の数

不　明６カ所以上１カ所 2カ所 ３カ所
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３ 現在の派遣就業の状況 

 (1) 派遣業務 

    現在行っている派遣業務（複数回答）をみると、「一般事務」が最も多く 34.1％、次いで「事

務用機器操作（５号）」25.4％、「ファイリング（８号）」22.8％、「物の製造」13.9％、「案内・受

付、駐車場管理等（16 号）」5.3％となっている。 

    これを性別にみると、男は「物の製造」が最も多く 29.3％、次いで「機械設計（２号）」11.1％、

「ソフトウェア開発（１号）」9.1％、「一般事務」8.5％、「研究開発（17 号）」8.1％の順となっ

ており、女は「一般事務」が最も多く 49.2％、次いで「事務用機器操作（５号）」37.0％、「ファ

イリング（８号）」34.0％、「財務処理（10 号）」7.7％、「案内・受付、駐車場管理等（16 号）」7.4％、

「取引文書作成（11 号）」5.2％の順となっている（表 19、付属統計表第２表）。 

 

表 19 性、現在行っている派遣業務別派遣労働者の構成比（10 位まで） 

複数回答（単位：％）

1位 一 般 事 務 34.1 物 の 製 造 29.3 一 般 事 務 49.2 

2位 事務用機器操作 ( 5号) 25.4 機 械 設 計 ( 2号) 11.1 事務用機器操作 ( 2号) 37.0 

3位 フ ァ イ リ ン グ ( 8号) 22.8 ソフトウエア開発 ( 1号) 9.1 フ ァ イ リ ン グ ( 8号) 34.0 

4位 物 の 製 造 13.9 一 般 事 務 8.5 財 務 処 理 (10号) 7.7 

5位 案内・受付、駐車場管理等 (16号) 5.3 研 究 開 発 (17号) 8.1 案内・受付、駐車場管理等 (16号) 7.4 

6位 財 務 処 理 (10号) 5.1 事務用機器操作 ( 5号) 5.6 取 引 文 書 作 成 (11号) 5.2 

7位 機 械 設 計 ( 2号) 4.7 フ ァ イ リ ン グ ( 8号) 3.8 物 の 製 造 4.9 

8位 研 究 開 発 (17号) 4.7 建築設備運転、点検、整備 (15号) 2.8 販 売 3.8 

9位 ソフトウエア開発 ( 1号) 4.1 販 売 2.3 医 療 関 連 業 務 3.1 

10位 取 引 文 書 作 成 (11号) 3.6 建 築 物 清 掃 (14号) 1.9 研 究 開 発 (17号) 2.8 

女 男 総 数

 

 

(2) 技術・技能の習得方法 

  現在派遣先で就業している業務の技術・技能を習得した方法（主なもの３つまでの複数回答）

をみると、「派遣先での就業・教育研修」が最も多く 51.5％、次いで「派遣関係以外の勤務先で

の就業・教育訓練」27.2％、「派遣元の教育研修」20.4％、「独学（通信教育を含む）」19.8％、「通

学制の学校・専門学校」15.8％の順となっている（表 20）。 

 

表 20 性、技術・技能の主な習得方法別派遣労働者の構成比 

　 　　　　　　 （単位：％）

通学制の
学校・専
門学校

公的機関
が実施す
る職業訓

練

独学(通信
教育を含

む)

派遣元の
教育研修

派遣先で
の就業・
教育研修

派遣関係
以外の勤
務先での
就業・教
育訓練

その他

総 数 100.0 15.8 5.1 19.8 20.4 51.5 27.2 10.0 8.8 
男 100.0 14.7 5.4 17.4 23.4 55.4 23.5 12.7 8.1 
女 100.0 16.4 4.9 21.3 18.6 49.2 29.3 8.4 9.2 

性 不　明

習得した方法　（複数回答 主なもの３つまで）

派遣労働
者総数
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(3) 派遣元との雇用契約期間 

   派遣元との雇用契約の期間をみると、「期間の定めはない」26.1％、「３カ月以上６カ月未満」

24.5％、「６カ月以上１年未満」22.5％の順で多くなっている。これを性別にみると、男は「期間

の定めはない」が 39.4％と最も多く、次いで「６カ月以上１年未満」22.7％、「３カ月以上６カ

月未満」18.4％の順となっており、女は、「３カ月以上６カ月未満」が 28.1％と最も多く、次い

で「６カ月以上１年未満」22.4％、「期間の定めはない」18.3％の順となっている。 

   また、派遣の種類別にみると、登録型では「３カ月以上６カ月未満」が 31.7％と最も多く、次

いで「６カ月以上１年未満」21.9％、「１カ月以上３カ月未満」16.5％の順となっている。常用雇

用型では「期間の定めはない」が 43.2％と最も多く、次いで「６カ月以上１年未満」23.5％、「１

年以上３年未満」14.6％の順となっている（表 21）。 

 

表 21 派遣の種類、性、派遣元との雇用契約の期間別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

100.0 0.7 11.8 24.5 22.5 13.7 0.7 26.1 0.1 
100.0 0.9 8.2 18.4 22.7 9.9 0.6 39.4 0.0 

100.0 0.6 14.0 28.1 22.4 15.9 0.7 18.3 0.1 

登 録 型 100.0 1.0 16.5 31.7 21.9 13.1 0.4 15.4 0.1 
男 100.0 1.5 16.3 26.4 23.9 7.2 0.1 24.5 - 
女 100.0 0.8 16.6 33.3 21.3 14.8 0.4 12.8 0.1 

常用雇用型 100.0 0.3 4.2 12.8 23.5 14.6 1.2 43.2 0.1 
男 100.0 0.5 3.2 13.5 22.0 11.6 0.8 48.3 0.0 
女 100.0 0.1 5.7 11.8 25.9 19.3 1.7 35.4 0.1 

１年以上
３年未満

３年以上の
期間の定め

がある

派遣元との雇用契約の期間

不　明
期間の定
めはない

１カ月未満
１カ月以上
３カ月未満

３カ月以上
６カ月未満

６カ月以上
１年未満

派遣労働者
総数

女

派遣の種類､性

総 数
男
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 (4) 同一業務の継続期間 

      派遣労働者の現在の派遣先における同一業務の継続期間をみると、「１年以上３年未満」32.1％、

「６カ月未満」25.8％、「６カ月以上１年未満」21.7％、「３年以上」20.4％の順となっている。 

   これを性別にみると、男は「６カ月未満」30.1％、「１年以上３年未満」27.3％、「６カ月以上

１年未満」23.3％、「３年以上」19.2％の順となっており、女は「１年以上３年未満」34.9％、「６

カ月未満」23.2％、「３年以上」21.0％、「６カ月以上１年未満」20.8％の順となっている。 

これを派遣の種類別にみると、登録型では「１年以上３年未満」32.9％、「６カ月未満」28.4％、

「６カ月以上１年未満」23.1％、「３年以上」15.5％の順となっている。 

常用雇用型では「１年以上３年未満」30.8％、「３年以上」28.1％、「６カ月未満」21.5％、「６

カ月以上１年未満」19.5％の順となっている（表 22）。 

 

表 22 派遣の種類、性、現在の派遣先における同一業務の継続期間別派遣労働者の構成比 

  

（単位：％）

６カ月以上 １年以上

１年未満 ３年未満

100.0 25.8 21.7 32.1 20.4 0.0 
100.0 30.1 23.3 27.3 19.2 0.0 
100.0 23.2 20.8 34.9 21.0 0.0 

登 録 型 100.0 28.4 23.1 32.9 15.5 - 
男 100.0 39.5 27.1 24.5 8.9 - 
女 100.0 25.2 21.9 35.4 17.5 - 

常用雇用型 100.0 21.5 19.5 30.8 28.1 0.1 
男 100.0 24.4 21.1 29.0 25.4 0.0 
女 100.0 17.2 17.0 33.6 32.1 0.1 

派遣労働者総数
不　明

現在の派遣先における同一業務の継続期間

６カ月未満 ３年以上

総 数

派遣の種類､性

男
女

 

 

(5) 「登録型」派遣の契約更新回数 

   「登録型」の派遣労働者についての現在の派遣先における同一業務で継続就業した契約の更新

回数をみると、４回以上が最も多く 37.2％、次いで０回 21.0％、1回 18.4％の順となっている。 

    これを性別にみると、男は０回 36.0％、１回 21.6％、４回以上 20.3％の順となっており、女

は４回以上 42.1％、１回 17.4％、０回 16.6％の順となっている（図６）。 

 

図６ 性、現在の派遣先における同一業務で継続就業した契約の更新回数別「登録型」派遣労働

者の構成比 

17.4%

21.6%

18.4%

12.2%

11.7%

12.1%

9.7%

7.8%

9.3%

42.1%

20.3%

37.2%

16.6%

36.0%

21.0% 2.1%

2.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　女

　男

総数

０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 不明
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４ 労働条件 

(1) 残業 

  現在の派遣先における残業の頻度をみると、男は「ほとんど毎日ある」45.8％、「２～３日に１

回程度」20.3％、「まったくない」9.8％、「ほぼ１週間に１回程度」8.3％、「１カ月以上に１回程

度又はほとんどない」7.0％となっており、ほとんど毎日又は２～３日に１回程度の派遣労働者が

66.1％となっている。 

女は「２～３日に１回程度」18.9％、「１カ月以上に１回程度又はほとんどない」17.8％、「ま

ったくない」16.3％、「ほとんど毎日ある」14.9％、「ほぼ１週間に１回程度」13.8％の順となっ

ている(表 23)。 

 

表 23 性、残業の頻度別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

総 数 100.0 26.4 19.4 11.7 7.7 6.9 13.8 13.9 0.2 
　男 100.0 45.8 20.3 8.3 5.3 3.2 7.0 9.8 0.3 
　女 100.0 14.9 18.9 13.8 9.2 9.0 17.8 16.3 0.1 

２～３日に
１回程度

性
派遣労働者

総数 不　明

残業の頻度

１カ月以上に
１回程度又は
ほとんどない

まったく
ない

ほぼ１週間
に１回程度

ほぼ２週間
に１回程度

ほぼ１カ月
に１回程度

ほとんど
毎日ある

 

 

(2) 年次有給休暇 

    現在、年次有給休暇を付与されている派遣労働者の割合は 69.1％となっている。これを現在の

派遣先での継続期間別にみると、「６カ月未満」は 26.7％、「６カ月以上１年未満」は 78.6％、「１

年以上３年未満」は 86.2％、「３年以上」は 85.8％となっている。 

次に、付与された年次有給休暇について過去１年間に取得した日数をみると、いずれの継続期

間の派遣労働者も「10～14 日」が最も多くなっている（表 24）。 

 

表 24 現在の派遣先での継続期間､年次有給休暇付与の有無､過去１年間の取得日数別派遣 

労働者の構成比 

        （単位：％）

100.0 69.1 (100.0) ( 7.9) ( 17.5) ( 26.3) ( 39.3) ( 8.4) ( 0.7) 30.9 0.0 
６ カ 月 未 満 100.0 26.7 (100.0) ( 23.0) ( 23.5) ( 22.2) ( 26.5) ( 3.9) ( 0.9) 73.3 - 
６カ月以上１年未満 100.0 78.6 (100.0) ( 15.1) ( 28.4) ( 22.5) ( 29.9) ( 3.0) ( 1.1) 21.4 0.0 
１年以上３年未満 100.0 86.2 (100.0) ( 3.1) ( 13.6) ( 30.7) ( 46.9) ( 5.1) ( 0.5) 13.8 0.0 
３ 年 以 上 100.0 85.8 (100.0) ( 2.3) ( 10.8) ( 24.7) ( 41.3) ( 20.4) ( 0.4) 14.1 0.1 

注：１）総数には継続期間不明を含む。

　　２）（　）は年次有給休暇を付与されている者を100.0とした割合である。

不　明
０日 １～４日 ５～９日

10～14
日

15日以
上

不　明

付与されて
いる者

派遣先での継続期間
派遣労
働者総

数

年次有給休暇付与の有無

過去１年間の取得日数 付与さ
れてい
ない者

総 数
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(3) 賃金 

 現在の派遣就業中の賃金（時間給換算額、以下同じ。）をみると、「1,000 円未満」19.2％、「1,000

円～1,500 円未満」52.9％、「1,500 円～2,000 円未満」21.2％、「2,000 円以上」3.4％となってい

る。これを性別にみると、男は「1,000 円未満」15.9％、「1,000 円～1,500 円未満」56.5％、「1,500

円～2,000 円未満」16.4％、「2,000 円以上」7.4％となっており、女は「1,000 円未満」21.2％、

「1,000 円～1,500 円未満」50.7％、「1,500 円～2,000 円未満」24.1％、「2,000 円以上」0.9％と

なっている（表 25）。 

 主な派遣業務別に平均賃金をみると、「ソフトウェア開発（１号）」が 1,711 円と最も高く、次

いで「機械設計（２号）」1,605 円、「書籍等の制作・編集（19 号）」1,533 円、「通訳、翻訳、速

記（６号）」1,516 円、「研究開発（17 号）」1,497 円の順となっている。一方低い順にみると、「建

築物清掃（14 号）」が 978 円、次いで「介護」983 円、「医療関連業務」1,033 円、「販売」1,097

円、「物の製造」1,100 円の順となっている(表 26)。 

 

表 25 性、賃金（時間給換算額）階級別派遣労働者の構成比及び平均賃金 

  

（単位：％、円）

総 数 100.0 19.2 52.9 29.3 23.6 21.2 17.8 3.4 3.4 1.6 0.4 0.5 0.1 0.8 3.3 1,281
男 100.0 15.9 56.5 37.4 19.1 16.4 11.9 4.5 7.4 3.3 0.8 1.2 0.2 1.9 3.8 1,321
女 100.0 21.2 50.7 24.5 26.2 24.1 21.3 2.7 0.9 0.5 0.2 0.1 0.1 0.1 3.0 1,257

注：平均賃金は不明を除いて集計している。

性
不明

1000円～1500円未満 1500円～2000円未満 　2000円以上
派遣労
働者総

数

   賃金（時間給換算額）階級の区分

3000
円

以上

1000円
～

1250円
未満

2750円
～

3000円
未満

1250円
～

1500円
未満

1000
円

未満

平均
賃金1500円

～
1750円
未満

1750円
～

2000円
未満

2000円
～

2250円
未満

2250円
～

2500円
未満

2500円
～

2750円
未満

 

 

表 26 派遣業務別平均賃金（時間給換算額）  

（単位：円）

( 1号) ( 2号) ( 5号) ( 6号) ( 7号) ( 8号) ( 9号) (10号) (11号) (14号) (15号)

総 数 1,281 1,711 1,605 1,304 1,516 1,448 1,361 1,459 1,263 1,431 978 1,110

(16号) (17号) (19号) (23号) (24号)

総 数 1,243 1,497 1,533 1,493 1,347 1,456 1,097 1,318 983 1,033 1,100 1,167

注:１）金額記入欄1つに対して業務は複数回答となっている。

   ２）平均賃金は不明を除いて集計している。

 　３）付属統計表第2表で派遣労働者の構成比が0.6％以上、かつ賃金の記入のあるサンプル数が100件以上ある業務

　   について掲載している。　　

政令で定める26業務　（複数回答）

取引
文書
作成

建築物
清掃

ソフト
ウエア
開発

機械
設計

事務用
機器
操作

通訳、翻
訳、速記

秘書
ファイリ

ング
調査

販売

営業
（24･25
号を除

く）

その他
医療
関連
業務

物の
製造

一般
事務

介護

OAイン
ストラク
ション

テレマー
ケティング

の営業

建築設備
運転、点
検、整備

案内・受
付、駐車
場管理等

研究
開発

書籍等
の制作・

編集

財務
処理

派遣労
働者総

数

政令で定める26業務　（複数回答） 政令で定める26業務以外の業務　（複数回答）
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５ 紹介予定派遣 

紹介予定派遣を知っている派遣労働者は 35.4％となっている。これを性別にみると男の 18.1％、

女の 45.7％が紹介予定派遣を知っている。 

今後の利用希望をみると、「利用したい」47.9％、「わからない」38.7％、「利用したくない」13.1％

となっている（表 27）。 

 

表 27 性、紹介予定派遣の周知状況、今後の利用希望別派遣労働者の構成比 

    （単位：％）

総 数 100.0 35.4 (100.0) ( 47.9) ( 13.1) ( 38.7) ( 0.2) 64.6 
男 100.0 18.1 (100.0) ( 44.4) ( 19.8) ( 35.4) ( 0.5) 81.9 
女 100.0 45.7 (100.0) ( 48.8) ( 11.6) ( 39.5) ( 0.1) 54.3 

注：（　）は紹介予定派遣を知っている者を100.0とした割合である。

性
派遣労働者

総数
わからない 不　明

紹介予定派遣の周知状況

今後の利用希望

利用したい
利用したく

ない

紹介予定
派遣を

知らない者

紹介予定派遣を
知っている者

 

 

６ 苦情 

過去１年以内に苦情を申し出たことがある派遣労働者は 22.9％となっている。 

苦情の主な内容をみると、「賃金」が 28.0％と最も多く、次いで「業務内容」21.9％、「就業日・

就業時間・休憩時間・時間外労働・休暇」14.7％、「人間関係・いじめ」13.5％の順となっている（表

28）。 

 

表 28 性、過去１年以内における苦情の申し出の有無、苦情の内容別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

業務
内容

指揮
命令
系統

派遣
期間

賃　金

就業日・
就業時
間・休憩
時間・時
間外労
働・休暇

安全・
衛生

個人
情報
の保
護

人間
関係・
いじめ

セク
シュア
ルハラ
スメン

ト

妊娠・
出産に
よる不
利益な
取扱い

その
他

不 明

総 数 100.0 22.9 (100.0) ( 21.9) ( 8.8) ( 3.7) ( 28.0) ( 14.7) ( 2.6) ( 0.7) ( 13.5) ( 1.7) ( 0.3) ( 4.0) (    -) 77.1

男 100.0 17.5 (100.0) ( 16.9) ( 6.9) ( 5.0) ( 34.4) ( 18.5) ( 4.4) (    -) ( 11.2) (    -) (    -) ( 2.7) (    -) 82.5

女 100.0 26.2 (100.0) ( 23.9) ( 9.6) ( 3.1) ( 25.4) ( 13.2) ( 1.9) ( 1.0) ( 14.4) ( 2.4) ( 0.5) ( 4.5) (    -) 73.8

注：（　）は苦情を申し出たことがある者を100.0とした割合である。

性

派遣
労働
者総
数

苦情を申し出
たことがある者

苦情を
申し出
たこと
がない

者

過去１年以内の苦情の申し出の有無

苦情の内容
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７ 要望 

(1) 派遣元への要望 

   派遣元への要望のある派遣労働者の割合は 66.4％となっている。このうち、要望の内容（３つ

までの複数回答）をみると「賃金制度を改善してほしい」が 61.6％と最も多く、次いで「継続し

た仕事を確保してほしい」33.5％、「福利厚生制度を充実してほしい」22.9％、「苦情・要望に迅

速に対応してほしい」22.1％、「年次有給休暇を取りやすくしてほしい」19.4％、「教育訓練を充

実してほしい」18.8％の順となっている（表 29）。 

 

表 29 性、派遣元への要望の有無、要望の内容別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

継続し
た仕事
を確保
してほ
しい

賃金制
度を改
善して
ほしい

年次有
給休暇
を取り
やすく
してほ
しい

労働・
社会保
険に加
入して
ほしい

安全管
理・健
康管理
を充実
してほ
しい

福利厚
生制度
を充実
してほ
しい

教育訓
練を充
実して
ほしい

苦情・
要望に
迅速に
対応し
てほし

い

派遣前の
事業所訪
問等を求
めないよう
派遣先に
説明して
ほしい

その他 不　明

総 数 100.0 66.4 (100.0) ( 33.5) ( 61.6) ( 19.4) ( 7.9) ( 9.4) ( 22.9) ( 18.8) ( 22.1) ( 1.6) ( 8.3) ( 0.0) 33.6

男 100.0 61.0 (100.0) ( 35.7) ( 60.2) ( 27.7) ( 14.1) ( 10.4) ( 17.8) ( 16.8) ( 18.4) ( 1.2) ( 8.6) ( 0.0) 39.0

女 100.0 69.5 (100.0) ( 32.4) ( 62.3) ( 15.0) ( 4.7) ( 8.9) ( 25.5) ( 19.9) ( 24.0) ( 1.8) ( 8.1) ( 0.0) 30.5

注：（　）は派遣元への要望がある者を100.0とした割合である。

性

派遣元への要望の有無

要望
がない

者

要望の内容　（複数回答 ３つまで）

派遣労
働者総

数 要望がある者

 

 

(2) 派遣先への要望 

派遣先への要望のある派遣労働者の割合は、55.6％となっている。このうち、要望の内容（３

つまでの複数回答）をみると「正社員として雇用してほしい」が 33.0％と最も多く、次いで「指

揮命令系統を明確にしてほしい」24.7％、「派遣契約期間を長くしてほしい」22.9％、「年次有給

休暇を取りやすくしてほしい」20.6％、「派遣契約外業務を命じないよう管理してほしい」16.4％、

「職場環境（安全・衛生等）を良くしてほしい」13.9％、「適切な労働時間管理をしてほしい」及

び「苦情の申し立てに対して迅速に対応してほしい」13.6％、「派遣契約の中途解除を避ける努力

をしてほしい」12.2％の順となっている（表 30）。 

 

表 30 性、派遣先への要望の有無、要望の内容別派遣労働者の構成比 

（単位：％）

派遣契約外業
務を命じない
よう管理して
ほしい

指揮命令系
統を明確に
してほしい

派遣契約期
間を長くし
てほしい

派遣契約の中
途解除を避け
る努力をして
ほしい

適切な労働
時間管理を
してほしい

年次有給休
暇を取りや
すくしてほ
しい

総 数 100.0 55.6 (100.0) ( 16.4) ( 24.7) ( 22.9) ( 12.2) ( 13.6) ( 20.6)

男 100.0 52.0 (100.0) ( 11.8) ( 22.6) ( 23.8) ( 11.4) ( 18.2) ( 25.3)

女 100.0 57.8 (100.0) ( 18.8) ( 25.7) ( 22.3) ( 12.6) ( 11.1) ( 18.0)

職場でのいじめ
やセクハラの防止
について責任を
持って対応してほ
しい

苦情の申し立
てに対して迅
速に対応して
ほしい

個人情報の
保護に配慮
してほしい

職場環境（安
全・衛生等）
を良くしてほ
しい

派遣前の事
業所訪問等
を求めない
でほしい

正社員とし
て雇用して
ほしい

その他 不明

総 数 ( 7.9) ( 13.6) ( 5.5) ( 13.9) ( 1.1) ( 33.0) ( 10.9) ( 0.0) 44.4

男 ( 4.8) ( 10.6) ( 3.6) ( 14.8) ( 0.9) ( 38.1) ( 8.8) (    -) 48.0

女 ( 9.6) ( 15.2) ( 6.5) ( 13.4) ( 1.2) ( 30.4) ( 12.1) ( 0.0) 42.2

注：（　）は派遣先への要望がある者を100.0とした割合である。

性

性 要望が
ない者

派遣先への要望の有無

要望の内容　（複数回答 ３つまで）

派遣先への要望の有無

要望の内容　（複数回答 ３つまで）

派遣労働
者総数 要望がある者

 


